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健康と医療の公平に挑む 

松田 亮三（立命館大学産業社会学部） 

1. はじめに 

90 年代以後の雇用形態の変化の中で，貧困と社会格差が日本社会の課題として浮上している。人々の

健康が社会的要因によって左右されるとするならば，上記の課題は健康の課題としても出現し、公衆衛生

行政の課題となる。 

本報告では，公衆衛生政策上の「健康の公平」の課題化を紹介し，それへのアプローチについて検討

し，日本における公衆衛生活動の課題を考えてみたい。その際，報告の文脈に合わせて，欧州各国や米

国の例を用いるが，各国での政策展開の概要については参照文献をご覧いただきたい(松田 2009)。 

2. 健康の公平とは何か 

健康の公平(equity in health)の概念は規範的なものであるがが,政策形成に向けてその測定がさまざま

に追求されている。 

規範的側面 

健康の公平の定義は規範的な側面を含む。これまで提案されてきた定義として，以下のものがある。 

 不必要で，避けることができ，公正でない(unfair)健康の差異(Whitehead 1990) 

 社会的な生活水準が異なる社会集団間での、系統だった健康（あるいは健康の社会的決定要因）

の乖離(disparities)(Braveman and Gruskin 2003) 

Braveman and Gruskin の定義を用いれば，健康の不公平は比較的容易に観察でき，実際には健康格

差あるいは健康の不均等ないし不平等(inequalities in health)と同じ意味となる。このことから健康の公平と

健康の不平等は同じ意味合いを込めて政策的に用いられている。なお，概念と測定に関する総説として

Braveman(2006)が有用である。 

測定 

上記の定義をもとに考えると，健康の公平は，素朴には集団間の健康状態の差異を測定することによっ

て測定できる。健康格差は特定の集団ということだけでなく，社会全体に関わる問題であり，社会全体での

不平等の程度を示す試みが行われてきた。これには，範囲を示す，人口寄与危険度を用いて集団の差が

社会の健康に与えている程度を示す，不均等勾配指標(SII)で示す，集中度指数を用いるなどの方法があ

る。この中で集中度曲線を用いた方法は，集団の区分という問題を回避できるので，社会間の比較さらに

は変動期の状況把握に有用であるが，一方で政策的含意を引き出しにくいという問題がある。これらの方

法には一長一短があり，その性格をふまえて利用する必要がある。 

 

誰と誰の間のどのような健康格差に取り組むべきか 

誰と誰の間のどのような健康格差に取り組むべきか，という問題を考える際には，政策形成に寄与する

規範には一定の倫理体系から導かれる側面と，人々がそうすべきと考えるという規範意識の両面が関わっ

てくることに注意をする必要があろう。取り組みの前提としては，状況の把握が必要であり，公衆衛生関係

者には誰と誰の間の健康格差を把握するよう社会に提案するかという問題が横たわっている。 



健康の公平と医療の公平の区別と連関 

医療の公平は，供給における公平と財政における公平に区別される。供給における公平は，より厳密に

は，必要な医療サービスを利用する機会（アクセス）の公平として考える議論が有力である。ただし，実際に

は各種の資源配分等や医療保険への加入，サービスの利用状況などで観察せざるを得ない。医療サービ

スの利用は健康状態に影響しうるという意味で，医療の公平は健康の公平と関わってくる。 

3. 健康の公平へのアプローチ 

健康の公平を追求するためには，社会の部分集団間の健康格差を明らかにし，その形成要因を分析し，

対策を構築することが求められる。その社会の状態によってもっとも異なるのは，おそらく，この社会の部分

集団をどのようにとらえていくかである。Braveman の定義を考えると，社会的に恵まれない社会の部分集団

においてこそ，健康の格差がないかどうかが検討されねばならない。 

課題とロジックの設定 

健康状態の格差が生まれてくる背景には，生活上の利用できるサービスや物資の格差，教育とリテラシ

ーの問題，職業生活の差異，一般的な心理的ストレス等の差異，など多様な要因が関与しうる。これらと各

疾患の発生・医療サービスの利用との関連については，多くの研究の蓄積がある。 

対策は「上流」でも「下流」でも可能である。「上流」の対策は社会的議論を必要とすることから，社会へ

の問題提起が重要である。「下流」では公衆衛生行政の枠の中で取り組める可能性がある。 

実際的側面 

健康の公平を追求する政策は，部分集団ごとの健康・生活実態の把握と目標設定，そして目標を実現

するための具体的政策・資源配分を必要とする。これらは，公衆衛生政策全体，疾病対策一般，個別的プ

ログラム，人口集団別アプローチなど，さまざまな方策で具体化することが可能である。ただし，政策化の

前提として，おそらくこのような部分集団ごとの政策形成が社会的に合意されている必要があろう。健康状

態の差異から直ちに目標設定を行うことは，スティグマ等予期せぬ社会反応を引き起こす可能性もあり，今

後の検討課題といえる。 

4. むすび 

健康の公平は価値と実態が交錯する課題であり，さしあたり困難な状況な人々にアプローチしつつ，部

分集団における健康状態を分析・把握し，社会に問題を投げかけることが，当面公衆衛生関係者の役割と

して重要であろう。 
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愛知県における「全世代にわたる生活習慣病対策」の推進について 
 

○稲葉明穂 (愛知県健康対策課) 
＜施策のスキーム＞ 

＜個別の施策＞ 

                期  間：H20から H22  
対  象：碧南市小学４年生（2年目以降同一群を追跡調査） 

                内  容：血圧、血液検査、身体測定等の健診結果から、「ハイリスク児」

を選定し、｢個別保健指導｣の実施等 
                実施団体：○碧南市  ○愛知小児保健協会（小児センター） 
 
                期  間：H20から H22 
                対  象：県内の大学生 
                内  容：○県内モデル 5大学で講演会、セミナーの開催、展示等実施 
                     ○希望学生・ハイリスク者に対し、健康プラザで生活習慣病予

防の研修実施 
                 
                期  間：H20から H22 
                対  象：75歳以上県民の方々 
                内  容：○シンポジウム「高齢期の生活習慣病」を開催(3回) 
                     ○調査・研究「高齢期特有の心身の変化に着目した、健康関連

情報の提供に関する研究」の実施 
                委 託 先：名古屋大学医学部 

学童期生活習慣病対策 

大学生メタボリック対策 

高齢者メタボリック対策 
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中小規模事業所特定健診・保健指導―被扶養者を中心に― 

長谷川 早苗（全国健康保険協会三重支部保健サービスグループ） 

 
１．全国健康保険協会の概要 
   中小企業等で働く従業員やその家族の皆様が加入されている政府管掌健康保険は、従来、国

で運営していましたが、平成 20年 10月 1日、新たに全国健康保険協会が設立され、協会が運
営することになりました。愛称を「協会けんぽ」といいます。 

 【理念】 
   協会は、保険者として健康保険事業を行い、加入者の健康増進を図るとともに、良質かつ効

率的に医療が享受できるようにし、もって加入者及び事業主の利益の実現を図る。 
 【基本使命】 
  ・加入者及び事業主の意見に基づく自主自律の運営  
  ・加入者及び事業主の信頼が得られる公正で効率的な運営  
  ・加入者及び事業主への質の高いサービスの提供  
  ・被用者保険の受け皿としての健全な財政運営  
 【保健事業の体系】 
  健診‐健診を実施し、その費用の一部を負担 
  保健指導‐健診結果に基づき、生活習慣改善のための保健指導を実施 
  健康づくり事業‐一次予防を中心とした健康づくり事業 
          その他の事業 
 
２．健診・保健指導の現状 
 【健診】 
  平成 20年度実施状況 
  被保険者 実施率 45.8％（特定健診を含む、生活習慣病予防健診実施のみ） 
  被扶養者 実施率 9.6％ 
 【特定保健指導】 
  被保険者 14.7％  （該当率 18.0％＝積極的 11.6％＋動機づけ 6.4％） 
  被扶養者  2.7％  （該当率 9.6％＝積極的  3.0％＋動機づけ 6.6％） 
 
３．課題 
  ○特に被扶養者に対する保健事業が低迷している 

・健診実施率が非常に低い 
  ・特定保健指導実施率が非常に低い 
  ・被扶養者に対する保健サービス事業の実施がない 
  ○保険者による格差（内容・費用負担・実施機関等） 
                              等 



 
 
４．課題解決 
  ●広報の充実 
   保険者協議会・地域職域連携推進協議会等と連携 
  ●特定健診・保健指導と地域保健活動全般との連携 

保険者が行う特定健診と、健康増進法に基づいて行う保健事業との連携が必要 
  ●マンパワーの確保とアウトソーシング 
  ●評価の実施 

特定健診・特定保健指導のプログラム見直しのため、実施状況を分析し、課題・改善策を明

確にする 
  ●支部独自の取り組み 
   支部の健康状況にあった事業の推進 
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 静岡県「働き盛り世代の自殺予防対策―富士モデル事業の実践―」 

                         松本 晃明（静岡県精神保健福祉センター）  
 
＜日本における自殺の傾向＞  
日本における自殺者は、山一證券などの大手金融機関が相次いで破綻した年度の決算期にあたる

1998 年 3 月から、働き盛り世代男性を中心に急増した。いわゆる「98 年 3 月ショック」である。
それ以後、日本の自殺者は毎年 3万人を超え続け、高止まりしている。自殺対策基本法（2006年）
の成立に続き、自殺対策大綱（2007 年）が策定され、各自治体で地域特性に応じた自殺対策の重
要性が叫ばれてきたが、自殺予防対策は未だ試行錯誤の段階にある。世界的には高齢者の自殺が多

い中で、働き盛り男性の自殺が多いのは日本独自の傾向であり、我が国の社会的要因、働き盛り男

性の気質・価値観などを勘案した自殺予防アプローチが必要であろう。 
＜働き盛り世代のうつ自殺対策・富士モデル事業の取組＞ 
 静岡県においては、自殺率の高い 40 歳～50 歳代男性を主な対象として、2006 年から「働き盛
り世代のうつ自殺予防対策・富士モデル事業」を実施している。同モデル事業は、当初は、自殺の

背景として重要視されているうつ病の早期発見・早期治療体制の構築を目標としてスタートした。 
事業を進める中で、「うつ病」や「精神科」への根強い偏見が地域社会に残存しており、それらが

うつ病の気づきを妨げ、精神科受診への戸惑いを助長していることが伺われ、中年男性の「こころ

のバリア」への対応が重要な課題となっている。 
富士モデル事業では、うつ病の精神症状よりも身体症状、特に不眠に着目し、誰にでもみられる

不眠を取り上げることでうつ病の気づきを高める「睡眠キャンペーン」を展開し、こころのバリア

に配慮した対応を取っている。 
 さらに、働き盛り世代の対策にあたり、地域保健‐職域保健連携を図り、保健所や労働基準監督

署と協働しながら、「中年男性の健康づくり（ヘルスプロモーション）」、「ヘルシーカンパニー」な

どをキーワードとして、地域社会に受け入れやすい形で自殺予防を推進している。 
＜現下の経済状況をふまえた自殺対策推進―格差社会の進行の中で＞ 
 「不眠が継続する働き盛り男性」をハイリスク者とし、産業都市における事業所の従業員を主な

対象としてきた富士モデル事業は、これまでは過重労働に起因するうつ病の早期発見の側面が強か

った。ところが、昨年後半から世界同時不況に入り、2009 年 1 月には内閣府から「現下の経済情
勢をふまえた自殺対策の推進」に関する通知が出されるなど、「派遣切り」を含めた失業問題、さ

らには多重債務問題が深刻化しているのが現在の状況である。今後は、富士モデル事業においても、

失業者対策、多重債務対策などのセーフティーネットの中で、うつ病の早期発見を図るネットワー

ク作りが必要と考えている。「中年男性の孤立・孤独を防ぐ」をスローガンにした新たな事業展開

が急務である。 
 厳しい社会情勢の中、内閣府からの交付金により「地域自殺対策緊急強化基金」が各都道府県に

設けられることになった。今、格差社会が進行する日本社会の中で、社会情勢をふまえた実効性の

ある自殺予防対策が期待されている。 
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ホームレスの現状  ～結核対策を中心に～  
上田いせの（名古屋市健康福祉局健康部健康増進課）  

 
１ 名古屋市の概況  
 名古屋市は結核罹患率が 30.6（平成 19 年）と全国平均に比べてかなり高く、
政令指定都市の中でも、大阪市に次いで 2 位となっている。  
 新登録患者のうちでホームレスの結核患者は、3～7％を占めている。  
 
２ ホームレスに対する結核対策について  
（１）  ホームレス健診について  
  現在、ホームレスを対象とした結核健診として、無料宿泊所健診、福祉施設、

緊急一時宿泊所健診、自立支援事業施設健診、公園路上等起居者健診を実施し

ている。  
  ホームレス健診での結核患者の発見率は、一般住民を対象にした結核健診よ

りも 70～100 倍高くなっている。  
 
（２）  ホームレスの結核患者の現状  
  ホームレスの結核患者は、その他の結核患者に比べて、発病から初診までの

期間が長く、症状がなくてもなかなか医療機関にかかれない現状がうかがえる。 
  退院後には、福祉施設への入所やアパートへの入居などにより服薬を継続し

ているが、なかには、行方不明になってしまう等、治療中断・脱落の割合が高

く対応に苦慮している。  
 
３ 自立支援健康相談員の活動について  
 名古屋市の「ホームレスの自立の支援に関する実施計画」に基づき、平成 16
年からホームレス健康支援事業を開始した。社会福祉事務所の保護援護相談員と

連携し、自立支援健康相談員（保健師資格を有する嘱託職員）による巡回相談等

を実施している。  
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貧困と児童虐待 ………… 児童相談所における実践の現場から 

                   石田公一（岐阜県中央子ども相談センター） 
 
 児童相談所はどこでも虐待対応に追われている。平成１９年度１年間に全国の児童相談所が対応し

た虐待相談件数は 40,639件であり、これは、国が虐待統計を取り始めた平成２年度と比べて約４０倍、
児童虐待防止法が施行された平成１２年度と比べても約２．３倍となっている。 
 小生のいる児童相談所では二日に一回以上の通告を受けており、常に迅速な対応が求められている。 
緊急受理会議、市職員とともに家庭や学校等への訪問、職権一時保護などの対応がなされるが、じっ

くりとケースに取り組む余裕に乏しい。一時保護所は、非行の子どもも含め、不安定な子どもが常に

いるため職員は疲労を蓄積させていく。 
 一般に、児童虐待のケースは保護者の一方的な悪意に基づく暴力や、未成熟な親による子どもへの

不適切な扱いが多いと目されているのではないだろうか。いわば悪い親による子どもへのひどい扱い

から子どもを守ることが児童相談所に求められる役割であるかのような印象を世間は持っているので

は、と感じることが多い。 
 しかし、実際に多くの事案に取り組む中で、虐待の背景は実はもっと複雑なものがあり、親の人間

性や親子関係だけで考えては解決への道筋として不十分ではないかと感じることがある。それは、親

自身が生活上の様々な困難を抱えており、それ自体への介入や支援が必要なことが多いのでは、とい

うことであり、その困難の多くは家庭の経済的な困難さであることに気づかされる。 
 
 虐待を行う家庭には貧困との関係が深いことは、児童相談所職員だけでなく市福祉関係職員や保健

師などもそれとして気づいてはいるが、それを明らかにする資料は乏しく、またそれに気づいたとし

ても、虐待対応の実践的な課題にはなかなかなりにくいのが実情であろう。 
 また、貧困が虐待を呼び起こすとの因果関係もストレートに説明ができるものではないことも確か

だと思われる。昨秋からの派遣切れが溢れた経済不況のさなか、我々は失業や収入減に伴う養護問題

や虐待が増加するか？と予想はしてみたが、実際には顕著な実態は発生しなかったのではないかと受

け止めている。経済的な困難さがそのまま児童虐待などに結びつくものではないことは考えてみれば、 
通常の見方である。 
 
 では、どのような状況があると経済的な困難さが児童虐待につながりやすいのかを実践現場の視点

を踏まえて考えてみたい。 
 
 
   
１ 様々な実態把握  ………… 児童相談所の虐待ケースの実情も含めて 
                
 
 
２ 事例を通してみる子育ての困難さ  
 
 
 
３ 子育て支援への視点 ……… 心理ケアばかりではない支援が必要 
                地域ネットワーク・関係者の関与への視点  
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